
事業名

事業主体

事業内容

採　択　時 目　　標

① 80%未満 80％以上へ

② 80～100%未満 シェア増加

③ 100% 100％を維持

採択要件

　　　　②認定新規就農者

　　　　③基本構想水準到達者

　　　　④集落営農経営

農地有効利用推進支援事業

全国土地改良事業団体連合会

　農地耕作条件改善事業を実施している地区で、かつ担い手への農地利用集積が8
割以上となることが見込まれる地区において、以下のとおり利子助成を行う。
　受益者負担金を金融機関等から借り入れた場合、その償還利子相当額を助成団体
に助成金として交付する（事業費助成型）。
　また、農地の出し手に対する賃料の前払に係る費用（一括前払金）を金融機関等
から借り入れた場合、その借入資金に対する償還利子相当額を助成団体に助成金と
して交付する（一括前払助成型）。

■対象地区：

■助成限度額：

[事業費助成型]　　当該年度の受益者負担金の償還利子相当額の５／６

[一括前払助成型]　当該年度の一括前払金借入資金の償還利子相当額

　　※目標年度

　　　　①認定農業者

農地耕作条件改善事業を実施している地区で、助成団体が農家負担金軽減支援対策事業
実施要領別紙８第２に規定する農地利用推進計画を策定し、認定を受けた地区。

■助成団体：

（1）事業費助成型　　　　　　　　　　　（2）一括前払助成型

　　①土地改良区　　　　　　　　　　　　　　①農地中間管理機構

　　②農業協同組合　　　　　　　　　　　　　②農地集積円滑化団体

　　③農業協同組合連合会

　　④農業を営む者が組織する法人

■事業要件：目標年度までに、担い手農地利用集積率が一定の割合で増加すること。

　　　　対象事業の完了予定年度から３年後までのいずれかの年度。ただし、対象事業の進捗状況に
　　　　応じて変更することができる。

■担い手要件：　
　　「担い手」とは、農家負担金軽減支援対策事業実施要領第５に定めるもの（下記①～
　　④）とする。

利子助成
認定期間：

Ｈ３０年度から

事業実施期間：
Ｈ３０年度から

※「事業費助成型」及び「一括前払助成型」を併せて行うことも可能。
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